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の制度に比べて制度運用の充実度や優先順位が高いためと考えられる。
　成果主義に基づく福利厚生の給付は、ファミフレ拡縮得点および各制度の拡縮得点
においても売上高に負であり、経常利益においては有意でないという結果となった。
このことから、福利厚生は従業員に公平に付与することによって、従業員が組織への
コミットメントや信頼性を高め、パフォーマンスに寄与すると考えられる。このよう
に仕事と家庭を両立させるために制度を誰もが利用できることは、「ファミフレ」の精
神に沿った運用がなされているといえる。
　女性比率も、福利厚生の成果主義に基づく給付と同様、売上高に対する係数は負で
あり5％水準で有意という結果となった。経常利益に対しては、女性比率は有意では
ない。これは、「ファミフレ」制度の利用は女性が多いことから、女性比率が高いほ
ど、制度利用等によるコストが大きくなり、組織パフォーマンスにマイナスに寄与し
てしまうことが考えられる。企業の今後の対応策として、男性が制度を積極的に活用
できる環境を整備していくことが挙げられる。次に、企業は採用段階で一定基準を設
け、規定基準以上の高い能力を持つ女性を採用・獲得していくことも必要ではないか。
　非正規従業員比率は、ファミフレ拡縮得点と長期休暇制度において売上高に正であ
り、5％水準で有意という結果となったが、経常利益には影響がなかった。これは、
正社員が「ファミフレ」施策を取得した際、非正規従業員が正社員の代替戦力となり、
生産性を確保していると考えられる。非正規従業員の戦力化は、正社員の制度利用を
高める可能性がありさらには、長期的に正社員の定着を高め、スキルやノウハウの蓄
積に寄与し、売上高や経常利益等組織のパフォーマンスに影響すると考えられる。今
後、非正規従業員の戦力化が組織の「ファミフレ」制度運用を高め、定着や組織のパ
フォーマンスに影響していくことも検討していく必要があろう。
　このように、推計結果より売上高を主とする組織パフォーマンスに各「ファミフレ」
施策が寄与していることがわかった。これは、働き易い環境が整備されることにより、
優秀な従業員やスキルやノウハウを有する従業員が当該組織に定着しているためとい
う仮説が真である可能性を高める。これを受けて、「定着性」を被説明変数とし「ファ
ミフレ」施策との関係を考察した推計結果を見る。
　定着性に対して、ファミフレ拡縮得点は正の影響を与え、1％水準で有意であった。
つまり、「ファミフレ」制度を多様に整備し、拡充または現状維持の方向性にある組織
ほど、従業員の定着性が高いといえ、仮説を支持する結果となった。これは、組織内
にスキルやノウハウが確実に蓄積されることを意味し、中長期的には組織のパフォー
マンスに大きく影響すると考えられる。ここで考えられるのは、「ファミフレ」が従業
員の定着を高め、その結果パフォーマンスが高まる可能性である。パフォーマンスの
良さと「ファミフレ」の充実度の因果関係を明らかにすることは難しいが、「ファミフ
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レ」の充実性が従業員の定着を高め、その結果パフォーマンスが高まるというメカニ
ズムも考えられる。この点については、今後の課題としたい。
　次に、成果主義に基づく福利厚生の給付が定着性に与える影響を見る。同変数も、
ファミフレ拡縮得点、および各制度の拡縮得点に対して係数が負であることから、成
果主義の採用は従業員の定着を悪くするといえる。売上高および経常利益も負である
ことから、福利厚生制度の給付と成功報酬のあり方は分離して検討すべきであるとい
える。また、女性比率も係数に負であり、5％水準で有意であった。このことは、前
のモデル式同様、「ファミフレ」施策の利用は女性が多いため、制度の運用や職場理解
度の状況によっては退職せざるを得ず、定着性に負の影響を及ぼすと考えられる。今
後、男性が制度を積極的に活用できる環境を整備していくことによって制度運用が高
まり、同時に職場理解も高まって定着性が良くなることも考えられる。しかし、その
ためには均等度を高める政策も同時に組織内で充実させていく必要がある。また、定
着性の高まりは中長期的観点から、スキルやノウハウが組織内に蓄積され、売上高等
利益に反映すると考えられる。
　「ファミフレ」施策を個々に導入した場合の定着はどうか。推計結果では、どの制度
も有意でなかった。これは、「ファミフレ」施策は個々に導入しても従業員の定着に直
接的に大きな影響を与えないことを示唆している。つまり、従業員の定着性を高める
には、「ファミフレ」施策を一括で導入する方が効果があるといえる。
　なお、今回の推計結果からは「ファミフレ」施策とパフォーマンスまたは定着性の
因果関係を明確に検証することはできなかった。これは、パネルデータの問題が解決
しない限り、困難であると思われる。同問題については、今後の課題として継続的に
取り組んでいきたい。
第3節　育児短時間制度導入企業における「ファミフレ」
　　　　　制度とパフォーマンスの関係
　「ファミフレ」施策の充実および運用度の高さと組織パフォーマンスにはどのような
関係があるのか。これは、筆者も関わった東京都産業労働局産業政策部による2002年
6月から10月に行った短時間正社員の実現の可能性を探る調査より考察する。この調
査は、電機機器メーカー・一・一と百貨店の人事担当者および制度利用者に対して、育児短時
間勤務制度の利用状況や制度の効果等についてインタビューをしたものである。最終
的に企業の人事担当者には百貨店で　社、電機機器メーカーで　社の計　社、制度利
用者には前者で　名、後者で　名、計20名にヒアリングしている。
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（1）聞き取り調査から得られた「『ファミフレ』施策導入によるパ
　　　フォーマンスへの効果」
　調査で、我々は各社の人事担当者から育児短時間勤務制度が退職者数の減少や勤続
年数の長期化に寄与している、といった意見を得た。その具体的内容は以下のとおり
である。
●
●
女性の退職数が10年前の1／2に減少し、勤続年数は2倍に延びているうえ、育児休
業制度利用者（約200名／年）のうち、80％強が復職後育児短時間勤務制度を利用
している。（電機メーカー）
「育児短時間勤務制度」を導入する前の女性退職理由は「育児による」ものが最も
多く、80～100名／年の退職者があったが、現在では10名弱／年と減少。このこと
から同制度に対する現場のニーズが非常に高かったことがうかがえる。（百貨店）
　特に、電機メーカーは「ファミフレ」施策を充実させているうえ、制度を積極的に
運用している。さらに、同業界では技術進歩の速さに対応し、スキルを有した人材の
流出やスキルやノウハウの陳腐化を防ぐため、「在宅勤務制度」など多様な働き方の制
度を導入している。同制度は一定の成果を上げ、自己マネジメントが可能な職種の従
業員に対して利用が認められて3社がすでに導入、利用者も増加傾向にある。こうし
た制度の導入により、制度を利用できるよう成果をあげようと努力する従業員が出る
効果もあり、間接的にパフォーマンスに寄与していると考えられる。
　次に、育児短時間勤務制度を利用した従業員は、制度をどのように評価しているの
であろうか。インタビュー回答者20名中15名は現在も同制度を利用し、20名全員が継
続勤務し、キャリアアップを図りたいと考えていた。これは「ファミフレ」施策が、
継続勤務を可能とする有効な施策であることを示している。
　このように、「ファミフレ」施策を展開し、拡充していくことは、従業員の定着、ス
キルやノウハウの流出防止・確保に寄与するうえ、従業員の組織に対するコミットメン
トにも効果があるといえる。このような結果は第2章の推計結果を補強するといえる。
（2）制度導入後のパフォーマンスの推移
　育児短時間勤務制度の導入後、各社の売上高や経常利益はどのように推移している
のであろうか。インタビューでファミフレを積極的に展開していると証言した企業と
それ以外の企業の売上高・経常利益およびこれらの変化率を、制度導入後から2000年
まで比較する。なお、各社の売上高や経常利益は、『有価証券報告書』および『会社四
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季報』、『会社四季報（未上場企業）』に基づいている。業界平均の値については、『財
政金融統計月報』（財務省）を用い、電気機器メーカーに対しては、電気機械器具製造
業の資本金10億以上の法人を対象とした売上高、経常利益を推計法人数で割った数値
を使用している。また、百貨店に対しては、小売業における資本金10億以上の法人を
対象とした売上高、経常利益を推計法入数で割った数値を使用した。売上高や経常利
益の各パフォーマンス変化率は、（観測時点のパフォーマンスー観測時点より一期前の
パフォーマンス）／観測時点より一期前のパフォーマンス、という式を各社に対して
算出した。
　その結果、「ファミフレ」施策を積極的に運用する企業は、売上高および経常利益に
おいてそうでない企業より大きいことがわかった。つまり、「ファミフレ」施策を積極
的に展開する企業の収益性は安定している、と言うことができる。
　このように、「ファミフレ」施策の拡充・現状維持を方向性として持つ組織は、同施
策を縮小する組織に比べ、組織パフォーマンスが大きく、不況時においても収益の大
きな低下を回避できると言える。
第4節おわりに
　本稿は、「ファミフレ」施策が組織パフォーマンスや従業員の定着に及ぼす影響につ
いて論じてきた。推計結果やインタビューによる調査結果を通して、以下のことが明
らかとなった。
　まず、第1に、多様な「ファミフレ」施策を一括で導入し、それらを拡充または
（既に法定以上の内容を整備している企業では）現状維持する方針の企業は組織パ
フォーマンスが高い。しかし、各「ファミフレ」施策を企業規模や経営状況を加味し、
従業員のニーズに応じて導入することも効果がある。Perry－Smith〔2000〕は、多様な
ワークファミリー制度を積極的に展開することは組織パフォーマンスに効果があるこ
とを述べているが、必ずしもそうであるとは言えない。各社が企業体力と従業員ニー
ズを十分に把握した上で、「ファミフレ」施策を拡充・現状維持していくことが重要だ
と思われる。
　次に、今回の推計では、4つの「ファミフレ」施策を抽出し、それぞれが組織パフォー
マンスにどの程度影響するかを見た。その結果、貸付制度は定着性および売上高、経
常利益のどの被説明変数にも寄与しなかった。「ファミフレ」施策は概念上、福利厚生
制度の中の一部であるとされ、福利厚生制度の中で、どれが「ファミフレ」施策であ
るかの定義は明確にされてこなかった。しかし今回の推計より貸付制度は「ファミフ
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レ」施策ではないと言え、さらに、「ファミフレ」施策は、社宅制度や財形貯蓄等の福
利厚生制度と概念や効果において異なるといえる。日本企業は、バブルが崩壊し不況
が続く中で福利厚生制度を縮小させる傾向にある。しかし、「ファミフレ」施策はこの
ような状況下においても、従業員が定着性し、さらにパフォーマンスを上げる効果を
もたらしている。この点から福利厚生制度の中でも「ファミフレ」施策は持続的に企
業の発展をもたらす制度であるといえる。ゆえに、今研究は、「ファミフレ」施策が福
利厚生制度と一概にくくることができないことを明確にした点において意味があると
いえよう。そして、「ファミフレ」施策のような多様は働き方の選択肢を増やす企業の
パフォーマンスがどのように推移していくか、如何なる「ファミフレ」施策がパフォー
マンスに効果をもたらすかを継続的に検証していく必要があると考える。
　第3に、多様な「ファミフレ」施策を整備し拡充していくことは従業員の働きやす
い環境を生み、定着性を高める効果がある。定着が良くなると従業員は組織へのコミッ
トメントを高める可能性があり、組織に優秀な人材を確保できスキルやノウハウを確
実に蓄積することができる。これは、中長期的な組織のパフォーマンスに大きく寄与
するであろう。
　第4に、整備された「ファミフレ」制度は従業員が公平に活用できることが重要で
ある。福利厚生制度の選択肢を多くすることは従業員の価値観やライフスタイルの多
様化の観点から必要である。同様に「ファミフレ」施策も従業員の権利として自由に
取得できるようにすることが重要である。成果主義による福利厚生の給付は、従業員
の定着性を弱め、優秀な人材を中途採用によって確保して利益を生み出すより、人材
を流出して損失を生むほうが大きいといえる。
　第5に、女性比率は売上高や経常利益にマイナスに影響するが、社員の定着には影
響はない。マイナスに影響する要因としては、制度の利用が女性に多いことが考えら
れる。Remery〔2001〕は、「ファミフレ」度を高めることにより、女性比率も高まる
と思われるが、同時に企業負担も高まり、パフォーマンスがマイナスとなるとのべて
いる。従って、採用段階で基準を設け、規定基準以上の高い能力を持つ女性を採用・
獲得していくことも必要ではないか。アファーマティプアクションを積極的に導入す
ることも検討されているが、これは企業の女性比率や高位職に占める女性比率を高め
るかもしれないが、パフォーマンスについてはマイナスに働く可能性が大きい。これ
を回避する方策として、企業は一定水準以上の女性を採用することが重要であり、採
用後はより働きやすい環境を整備すべく、「ファミフレ」制度と均等制度を十分に整備
することが不可欠である。
　最後に、非正規従業員の量的確保は組織パフォーマンスに寄与していることが分
かった。これは、非正規従業員が正社員の代替戦力となっている、という各種報告書
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を支持しているといえる。非正規従業員の戦力化により、正社員は一層、制度を取得
し易い環境が得られ、制度運用度が高まることが考えられる。それは、企業に対する
正社員のコミットメントに影響を及ぼし、さらにはスキルやノウハウが社内に蓄積さ
れ、売上高や経常利益等に影響するといえる。今後、非正規従業員の戦力化と「ファ
ミフレ」制度運用の関係やそれが定着性や組織のパフォーマンスに与える影響につい
ても検討していかねばならない。
　今回、推計時に対数をとって業績の良い企業のみを分析対象としている点からも、
ファミフレとパフォーマンスの因果関係は明らかにされていない。しかし、ファミフ
レ拡縮得点の高い企業は組織パフォーマンスも高いことが検証されたことから、「フナ
ミフレ」施策は多大なコストを要するため組織パフォーマンスを下げるという説を否
定することができよう。
　これらの結果から得られる政策的含意としては次の点が指摘できる。
　少子高齢化が社会的問題となっている現状で、従来の画一的な人事政策や雇用形態
が出産・育児・介護を主とする家庭的責任と仕事との両立を困難としているならば、
両立を支援する政策が必要である。今回の結果で、両立を支援する「ファミフレ」施
策が組織のパフォーマンスにプラスの影響を及ぼしていることからも、これらの普及
と拡充は意義があると言える。今後、各企業は、従業員のニーズを把握した上で同施
策を充実させる必要がある。こうした問題を解決せず、従来の方策に基づき、単に人
的費用を含める費用削減を推進することは社会的厚生の低下である。
　「ファミフレ」施策は人的戦略の一環であり、人的投資の一部である。より効率的な
経営が叫ばれる昨今、企業はより生産性を高めるような労働環境を整備し提供してい
く必要がある。このような企業こそが、これから一層過熱化する国際競争に勝ち残っ
ていくことができるのである。
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